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1――はじめに 

新型コロナ対策や全米規模に拡大した反人種差別デモ対応の不手際などから、トランプ大統領が支

持率を落とす結果、民主党の大統領候補となることが確実視されているバイデン元副大統領の支持率

はトランプ大統領を 10％ポイント程度上回っている1。このため、未だ予断を許さないものの、11 月

の大統領選挙まで 100日を切る中で、バイデン大統領が誕生する可能性が俄かに現実味を帯びてきた。 

バイデン候補は、“Build Back Better”「より良い復興」をスローガンとする経済政策を 7月 9日

以降順次発表している。同氏は新型コロナで米経済が大きな打撃を受ける中、経済を元に戻すだけで

は不十分で、将来に向けて新型コロナ流行前よりも良い経済を実現する、との思いを「より良い復興」

のスローガンに込めたとしている。 

本稿では一連の経済政策についての概要をまとめた。これから大統領選挙に向けて選挙活動が本格

化する中、今後もバイデン候補の動向について逐次情報発信する予定だ。 

 

 

2――“Build Back Better”「より良く復興」をスローガンとする経済政策 

1｜経済政策に 4本の柱、5百万人の新規雇用を創出 

バイデン候補は、従前から経済政策に言及してきたものの、大統領選挙に向けた正式な経済政策案

は、7月 9日に発表した“Build Back Better” 「より良い復興」である。 

「より良い復興」を初めて公表した演説でバイデン候補は、米国が直面している危機として、「新型

コロナの大流行」、「経済」、「人種正義」の 3つを挙げると共に、目前に迫った将来の脅威に備え、国

家の根本的な不平等や、貧富の差の拡大に対処する上で、これらの危機が国家にとっての大きなチャ

ンスでもあると主張した。 

一方、「より良い復興」は大きな政策項目として、米製造業への投資、環境・インフラ投資、教育・
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介護、人種平等の 4本柱で構成されている（図表 1）。それぞれの政策項目について、バイデン候補は

政策概要を演説や選挙用のＨＰを通じて順次発表しており、7月 28日のデラウエア州で 4本目の柱と

なる人種平等政策に対する演説で政策提言の全容が明らかになった。 

バイデン候補はこれらの経済政策を実現することで、新型コロナで喪失した雇用に加え、新たに 500

万人の雇用が創出されるとしている。 

 

2｜製造業・テクノロジー企業への投資：米国製品や研究開発に 4年間で 7,000億ドル投資 

7 月 9 日に経済政策の第 1 段として、製造業・テクノロジー企業支援策や、政府調達における優先

的に米国製品を購入するバイ・アメリカン政策を含む“Made in All of America”「すべての米国製」

の概要が発表された。 

「すべての米国製」は、「米国製品の購入」、「米国で作る」、「米国のイノベーション」、「全米に投資

する」、「米国のために立ち上がる」、「米国を供給」の 6項目から成っている（図表 2）。 

これらの政策のうち、政権発足後 4年間で政府調達を 4,000億ドル増額し、電気自動車や先端技術

（図表 1） 

 

（図表 2） 

 

"Build Back Better"（「より良い復興」）の4本柱

政策項目 項目概要 政策発表

① 米製造業への投資 米国の製造業とイノベーションを動員して、未来が米国および米国全土で生み出されるようにする。 7月9日

② 環境・インフラ投資 近代的なインフラと公平でクリーンなエネルギーの未来を構築するために、米国の創意工夫を動員する。 7月14日

③ 教育・介護
米国の才能と思いやりの心を動員して、働く親、特に女性の介護負担を軽減する21世紀の介護と教育の
労働力を構築する。

7月21日

④ 人種平等 米国内の人種平等を推進するために全面的に動員する。 7月28日

（資料）バイデンHPよりニッセイ基礎研究所作成

"Made in All of America"（「すべての米国製」）の概要

項目 概要

Buy American

「米国製品の購入」

Make it in America

「米国で作る」

Innovation in America

「米国のイノベーション」

Invest in All of America

「全米に投資する」

Stand up for America

「米国のために立ち上がる」

Supply America

「米国を供給」

（資料）バイデンHPよりニッセイ基礎研究所作成

⑥

①

②

③

④

⑤

・政権発足後4年間で4,000億ドルの調達投資を実施。
・米国製電気自動車、建材、重要医薬品、先端技術分野などが購入対象。

・中小企業、女性や有色人種が所有する製造業者に焦点を当てて、米製造業の設備一新、再活性化。
・中小企業向け資金提供、中小企業向け官民パートナーシップの強化等。

・研究・開発（R&D)と画期的なテクノロジー（電気自動車、軽量素材、5G、AI）に3,000億ドルを新規投資。
・高価値の製造業やテクノロジー分野で高品質な雇用を創出。

・人種、住所、性別、性的指向、宗教、国籍・などによって制限を受けないように、主要な公共投資（調達、
　研究開発、インフラ、訓練、教育）を、都市部や農村部を含むすべての州や地域の全ての米国人に
　届ける。

・米労働者のための税制と通商戦略を追求する。
・為替操作、反競争的ダンピング、国有企業の乱用、不公正な補助金などの不公正な貿易慣行によって、
　米国の製造業を弱体化させようとしている中国やその他の国に対して、積極的な貿易執行措置を取る。

・危機的な状況で重要な製品の生産を中国やその他の国に依存しないように、重要なサプライチェーンを
　米国に呼び戻す。
・大統領就任時に100日間のサプライチェーン・レビューを開始し、重要分野における脆弱性とニーズを判断。



3｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2020-07-31｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

分野などで米国製品を購入するとしているほか、研究・開発（Ｒ＆Ｄ）や電気自動車、5Ｇ、ＡＩなど

にも 3,000億ドル投資するなど、合計 7,000億ドルを米国製品や研究開発に投資することが目玉とな

っている。 

また、通商政策では中国その他の国による為替操作、反競争的ダンピング、国有企業の乱用、不公

正な補助金などの不公正な貿易慣行に対して、積極的な貿易執行措置をとるとしている。もっとも、

トランプ政権とは異なり、制裁関税を通商交渉手段とすることは否定しており、同盟国などと協調的

かつ効果的な戦略をとるとしている。 

さらに、新型コロナの感染で米国内の医療現場で個人防護具（ＰＰＥ）が不足したことなどを踏ま

え、医療品などの重要な製品の生産を中国やその他の国に依存しないように、重要なサプライチェー

ンを米国に戻すことも掲げた。 

 

3｜環境・インフラ投資：4年間で 2兆ドルを投資。35年までに炭素排出ゼロの発電を目指す 

7 月 17 日に経済政策の第 2 弾として、「近代的で持続可能なインフラと公平なクリーンエネルギー

の未来を築く」とのタイトルで環境・インフラ投資政策が発表された。 

環境・インフラ政策案では、「近代的インフラの構築」、「21世紀を勝ち抜ける米自動車産業」、「2035

年までに炭素排出ゼロの電力セクターの実現」、「エネルギー効率化のための建設投資」、「クリーン・

エネルギーイノベーションへの投資」、「持続可能な農業」、「環境正義と公正な経済機会の確保」の 7

項目を示し、今後 4年間で 2兆ドルを投資するとしている（図表 3）。 

環境・インフラ投資計画では、道路や公共交通網、ユニバーサル・ブロードバンドアクセスなど従

前からあるインフラ投資に限らず、気候変動対策として戦略的に電気自動車やクリーンエネルギー投

資が重視されている所に特徴がある。 

（図表 3） 

 

「近代的で持続可能なインフラと公平なクリーンエネルギーの未来を築く」計画の概要
項目 概要

（資料）バイデンHP、ジェトロよりニッセイ基礎研究所作成

⑦
・ 不利な立場にあるコミュニティがクリーンエネルギーとエネルギー効率化の分野に支出することで、
　全体の利益の40％を得る目標を設定。
・司法省内に環境・気候司法部門を新設し、環境汚染を行った事業者を取り締まる。

クリーン・エネルギーイノベーション
への投資

環境正義と公正な経済機会の確保

⑥ 持続可能な農業
・放棄・廃棄された石油・ガス井や鉱山による環境汚染対策のために25万人の雇用を創出。
・温室効果ガス排出削減量に対して農家に報酬を与える新たな自主的炭素農業市場を創設。

⑤ ・蓄電池や次世代素材・エネルギー設備などの開発に4,000億ドルの政府調達を充当。

③
・エネルギー効率やクリーンエネルギーの基準を満たす事業者に税制優遇措置を付与。
・再生可能エネルギーとして太陽光パネル数百万枚や風力発電タービン数万基の設置を推進。

④
・商業用建物400万棟のエネルギー・空調システムを刷新、住宅200万戸の対候性を向上。
・個人住宅の改修に、現金給付、低利融資を提供。

2035年までに炭素排出ゼロの
電力セクターの実現

エネルギー効率化のための
建設投資

①
・スマート道路、水道システム、公共交通網、学校、空港、鉄道、フェリー、港湾、ユニバーサル・ブロードバンド
アクセスを含む、よりクリーンで安全なインフラを構築・アップグレードすることで何百万もの雇用を創出。

②
・電気自動車普及のため、充電施設を50万ヵ所設置、公用車300万台を電気自動車に切り替え。
・消費者に対する電気自動車への買い替えを促す奨励金の支給、自動車メーカーに対する設備投資の
　インセンティブ付与。

近代的インフラの構築

21世紀を勝ち抜ける米自動車産業
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電気自動車では、普及を促進するために全米に充電施設を 50 万ヵ所設置することや連邦政府の公

用車 300万台を電気自動車に切り替える方針が示された。さらに、個人向けにも電気自動車への買い

替えを促す奨励金を支給する方針を盛り込んだ。バイデン候補は連邦政府が持つ購買力、研究開発、

税制、、貿易、投資政策など、あらゆる手段を用いて米国を電気自動車の製造に必要な素材や部品も併

せて世界的なリーダーにすることを目指している。 

電力セクターでは 2035 年までに炭素排出ゼロを目指すとしており、エネルギー効率やクリーンエ

ネルギーの基準を新たに設け、基準を満たす電力事業者に対して税控除などの税制優遇を与えるとし

ているほか、太陽光パネルや風力発電タービンなどの再生可能エネルギーに積極的に投資する方針を

示している。また、クリーン・エネルギーイノベーションへの投資として、前述の政府調達（4,000億

ドル）を蓄電池や次世代素材、エネルギー設備の開発に充当することが示されている。 

一方、エネルギー効率化を向上させるために、商業用建物 400万棟を対象にエネルギー・空調シス

テムを刷新することなどを盛り込んだ。また、家庭向けにもエネルギー効率の高い家電製品の買い替

えやエネルギー効率の高い窓の設置などに現金給付や低利融資を提供するとしている。 

 

4｜教育・福祉：子育て支援、高齢者・障害者介護支援に 10年で 7,750億ドル支出 

7月 21日に経済政策の第 3弾となる教育・福祉政策の概要が発表された。教育・福祉政策では今後

10年間に子育て支援に 3,250億ドル、高齢者介護に 4,500億ドルと合計 7,750億ドル支出するとして

いる。 

子育て支援では 3～4 歳児向け保育の無償化や新しい保育施設の建設に資金提供するほか、低所得

層向けに育児のための最大 8,000ドルの税額控除を創設することなどを提案した。 

また、高齢者・障害者介護ではメディケアの元で自宅や地域で介護を受けられていない 80万人に対

して、州政府へ資金支援を行うことで地域医療従事者を追加するとしている。また、家族の介護を支

援するための、5,000ドルの税額控除と社会保障控除も含まれる。 

一方、バイデン氏はこれらの財源として不動産投資家向けの税制優遇の見直しなど、高所得者層へ

の課税強化で賄うとした。 

 

5｜人種平等：人種的マイノリティ―を支援するために税額控除などを活用 

7月 28日に経済政策の第 4弾となる人種平等政策が発表された。人種平等政策では、制度的な人種

差別に対処し、人種的平等を推進するとし、人種的マイノリティを経済的に支援するための連邦政府

との請負契約や税額控除などの政策を示した。 

人種的マイノリティが所有するビジネスへの支援では、連邦政府との請負契約を現在の 5％から

15％に 3倍に引き上げるほか、経済政策第 1弾で提示された 3,000億ドルの研究開発投資のうち、人

種的マイノリティによるビジネスに 300億ドルを充当することなどを盛り込んだ。また、黒人やラテ

ン系のコミュニティに対して、1,000億ドルの低金利ビジネスローンを提供することも提示された。 

一方、人種的マイノリティ―の資産形成を支援するために、低所得者が最初の家を購入する際に

15,000ドルの税額控除を提供することや、1人当たり 10,000ドルの学生ローン免除や収入が 12.5万

ドル未満の家庭に対し、公立大学の学費を免除することも盛り込まれた。 
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3――経済政策の評価 

「より良い復興」としてこれまで提示された政策をみると、中間層や人種的マイノリティ―を支援

するための政策や、環境・インフラ投資など従前の民主党が重視する政策項目が並んでいる。 

一方、米国製品や米国での研究開発に 7,000億ドルを投資するなど、多分にトランプ大統領が掲げ

る「米国第一」を意識した経済ナショナリズム的な要素も盛り込まれており、経済ナショナリズム的

な政策からトランプ大統領を支持する有権者にもアピールする内容となっている。もっとも、通商政

策などでは中国の知的財産権侵害に対して同盟国と協調して対峙することも示されており、トランプ

大統領の孤立主義的な政策とは一線を画していると言えよう。 

また、「より良い復興」では政府調達の増額や、インフラ投資の拡大をはじめ、総じて連邦政府の歳

出を増加させる提案が並んでいるものの、財源については高所得者層や企業に対する課税強化の方向

性は示されているだけで、包括的な財源案について示されていない。新型コロナに伴う経済対策など

から米国の財政状況は急激に悪化しており、米経済に与える影響も含めて、増税による財源確保が可

能か、大統領選挙に向けて議論が深まろう。 

今後、より詳細な経済政策が明らかになってくるとみられるものの、これまでバイデン候補が提示

した経済政策は、増税や環境などの規制強化が盛り込まれていることから、バイデン大統領が誕生す

る場合には、米資本市場はネガティブに反応する可能性が高い。また、米経済への影響も短期的には

ネガティブなものとなろう。 
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